様式第２号（第６条関係）
災害等緊急対策資金融資申込書
年　　月　　日
鳥取県知事　平井　伸治　様
（申込者）
所在地
企業名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　
鳥取県災害等緊急対策資金制度要綱（以下「要綱」という。）第６条の規定に基づき、下記のとおり申し込みます。
記
１　申請企業の概要等
	資 本 金(元 入 金)
	　　   　 　　　千円
	従業員数
	　　　　　　            人

	業　　　　　　種
	※具体的に記載すること。




２　借入申込み
	借    入

希 望 額
	　　　　　　　　　　　　　　　　千円
（うち運転　　　　　　千円・設備　　　　　　千円・借換　　　　　　千円）

	借入期間
	　            　年　　　　　　月（うち据置　　　年 　　　月）

	借    入

金融機関
	　　　　　　　　　　　　　　　　銀行・金庫　　　　　　　　　　支店


３　資金調達計画

	資金調達内訳
	金　　額
	借入先・借入条件等

	本資金
	千円
	

	自己資金
	千円
	

	本資金以外の借入金
	千円
	

	その他（　　　　　　　 ）
	千円
	

	合計
	千円
	


４　資金使途の明細

(１)　運転資金の内容

	※利用目的を具体的に記載すること。




　(２)　設備資金の内容

	明　　　細（名称・形式等）
	数 量
	金　　額
	着手予定日
	完了予定日

	
	
	円
	
	

	
	
	円
	
	

	
	
	円
	
	

	
	
	円
	
	

	
	
	円
	
	

	
	
	円
	
	


　（注）記載欄が不足するときは、別紙とすること。

　(３)　借換資金の内容（※借換の対象となる既往借入金の状況を記載すること。）
	金融機関名
	資　金　名
	借入年月日
	当初借入額
	現在残高
	月返済額
	最終期日

	
	
	
	千円
	千円
	千円
	　　

	
	
	
	千円
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	千円
	　　

	合　　　　　　　計
	千円
	千円
	千円
	


 （注）契約（一口）ごとに記載。県等の制度融資は、資金名の末尾に（鳥取県）などと記載。

５　申込区分

　　申込区分に応じて、次の□にレ印を記入。

	□　要綱第４条第１号
	□　要綱第４条第２号
	□　要綱第４条第３号


６　指定災害等による影響の確認
申込区分に応じて、次のうち該当するもののみ記載すること。ただし、中小企業信用保険法第２条第５項第４号に該当し同項の規定による認定書の交付を受けた者は、記載不要。（認定書を添付すること。）
　(１)　指定災害等による被害の内容（すべての申込区分で記載すること。）
	※被害の内容を具体的に記載すること


(２)　今後３か月間の売上高等の見込（第４条第２号の申込区分は記載すること。）

〔売上高・販売数量・完成工事高・受注残高〕※該当するものに○を付けること。（単位：千円、％等）
	区　分
	時　　期
	当該年 (Ａ)
	前　　　年(Ｂ)
	減少率
((1-A/B)×100)

	最近１か月

実　　  績
	年 　月
	
	　　
	％

	その後２か月
見込み
	　 年　 月
	
	
	※上記及び下記の欄は５％以上であること

	
	　年 　月
	
	
	

	３か月
	合　　計
	
	
	％


（注）数量のときは、内容に応じた単位を記載すること。（例：個、トン等）

	［商工団体記入欄］　指定災害等により影響があることの確認

指定災害等により、申込者に深刻な影響があることを確認しました。
　　　　　年　　月　　日
　　（商工団体名、役職名、氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




(３)　経営改善計画の内容（借換資金を利用する場合に記載）

今後取り組む経営改善等の内容を具体的に記載すること。
	①現状における問題点又は課題



	②経営改善方策又は新事業展開計画の内容等


　（注）記載欄が不足するときは、別紙とすること。

７　本借入申込みに対する意見等
　　※申込書を受け付けた商工団体において、必要に応じて記載してください。
	記
載
者
	商工団体名

	
	役　　　職

	
	氏　　　名

	


【添付書類】※各１部
１　試算表など、最近１か月（最近３か月）の売上高等が前年同月と比較して減少することが確認できる書類（要綱第４条第２号申込区分のとき）
２　最近２年間の決算書

３　納税証明書（県税及び市税）
４　見積書等金額の根拠となるものの写し

５　中小企業信用保険法第２条第５項第４号に該当し、同項の規定による市町村の認定を受けた場合は当該認定書
※経営改善計画について、より詳細な資料の提出を求める場合がある。
